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※旭区資料より 
 

円安による輸入物価上昇が、原料を輸入に頼る企業や地方の中小企業に打撃を与えています。仕入れ価格を
製品価格に転嫁できない多くの中堅・中小企業は、原料価格の上昇により業績が悪化しています。また、車での移
動が主である地方では、ガソリン価格の高騰が暮らしを圧迫しています。円安は現地通貨建ての価格引き下げ、円
換算の収入増加につながることから、輸出型大企業には利益増をもたらす一方で、内需型中小企業には利益減を
もたらし、事実上の所得移転が起きています。さらに、成長戦略の柱である法人実効税率の引き下げについては、
赤字企業が多いため、中小企業の納税率は低く、その恩恵を受けるのはわずかです。 

安倍政権による経済政策により、円安は急激に進行し、輸入物価の上昇は中小

零細企業の経営を圧迫し、個人消費が落ち込むなど国民生活を直撃しています。

私たちの税負担は、各種控除の見直しや減税の廃止などにより年々増加していま

す。税制改正によるＨ１８年度・１９年度分の税負担の影響についてまとめました。 

１．急激な円安が中小企業・国民生活を直撃！ 

２．賃上げも物価上昇には追い付いていない！ 
14 年初め以降、名目賃金は若干上昇したものの、消費

者物価指数が上がっているため、実質賃金は 13 年後半
から 14か月、対前年同月比でマイナス。実質可処分所得
も減少しています。消費税率引き上げ分も加わり、4 月以
降は大きく下落、8 月の実質賃金は前年同月比２．６％減
となり、名目賃金は上がったものの物価上昇に追いつか
ず、結果的に国民の生活ははるかに厳しくなっているの
が現状です。（非正規雇用労働者は名目賃金すら低下し
ている）  
こうして実質賃金が伸びない中、消費者の財布のひも

は固くなり、消費の落ち込みが続いています。特に中小企
業は原材料費の高騰により厳しい経営を迫られ、その結
果、勤労者の給料が払えず、国民生活は苦しくなる一方
です。  

３．アベノミクス以前から経済指標は一貫して上昇基調が続いていた！ 
右図は、景気動向指数（2010 年を 100 とした）、

有効求人倍率、個人消費（2010年を 100 とした）の
推移を示しています。 

2008 年のリーマンショックによる各経済指標の
落ち込み以降、一貫して景気動向指数も個人消費
指数も有効求人倍率も上昇基調にあります。民主
党政権から第 2 次安倍内閣に代わった後も、その
中期的傾向は同じです。であれば、昨今の経済指
標が上向いてることは、果たしてアベノミクスの効
果と言えるのでしょうか？  
アベノミクス当初は株高などで期待感をあおるこ

とに成功しましたが、今や国民生活に恩恵をもたら
すどころか、国民生活を追い込んでいます。この政
策的な行き詰まりなどから重要法案の審議を投げ
出し勝手な解散に進んでいるのが実態です。まさ
に国民の生活を無視した、解散・総選挙であること
は明白です。 

第２次安倍内閣 


